
内部統制評価実施要領 

 

（趣旨） 

第１ この要領は、内部統制推進・評価実施要綱（平成 31年３月 22日内部統制推進・評価委

員会決定。以下「要綱」という。）第７条第２項に定める全庁的な内部統制の評価の実施に関

し必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２ この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 内部統制の評価 

内部統制の整備状況及び運用状況について確認し、不備の有無を把握するとともに、不

備がある場合に当該不備が重大な不備に該当するかどうか判断することをいう。 

 

(2) 内部統制の不備 

内部統制に係る組織的取組体制自己点検実施要領（平成 31 年３月 26 日付け総務第 226

号。以下「組織的取組要領」という。）別表２、内部統制に係る会計事務自己点検実施要領

（平成 31年４月１日行経第 13号・会第１号。以下「会計事務要領」という。）別表２及び

内部統制に係る財産事務自己点検実施要領（令和元年４月１日付け管第１号。以下「財産

事務要領」という）別表２に定める「不適切」の事項をいう。 

 

(3) 内部統制の重大な不備 

前号の内部統制の不備のうち、県又は県民に対し大きな経済的又は社会的な不利益を生

じさせる蓋然性の高いもの又は実際に生じさせたものをいう。 

 

(4) モニタリング 

総務部長が必要に応じて実施する要綱第３条第２項第１号の調査のうち、組織的取組体

制の確保の状況に係る随時の調査をいう。 

 

（内部統制の評価の対象） 

第３ 評価の対象は、岩手県内部統制基本方針（令和２年１月 29日策定。以下「基本方針」と

いう。）第２に定める対象事務とする。 

 

２ 評価の対象期間は評価の対象となる会計年度の４月１日から３月 31 日とし、評価基準日

は当該会計年度の３月 31日とする。 

 

（内部統制の評価の方法） 

第４ 総務部長は、組織的取組要領第３第３項の規定により報告のあった組織的取組体制自己

点検結果について、点検項目ごとに取りまとめ、必要に応じて実施したモニタリングの結果

も踏まえ、組織的取組体制の確保の状況に関する報告書（様式第１号）を作成する。 

 

２ 要綱第２条第５号に定める対象事務所管部局長は、対象事務の自己点検結果について、点

検項目ごとに取りまとめた後、内部統制対象事務に関する報告書（様式第２号）を作成の上、

総務部長に報告する。 

 



３ 総務部長は、前２項の規定による自己点検結果について、内部統制の評価を行う。 

 

４ 前項の評価に当たり、総務部長は、内部統制の不備を把握した場合は、当該不備が内部統

制の重大な不備に該当するかどうか判断を行うこととし、当該不備が次の各号のいずれかに

該当する場合は、内部統制の重大な不備に該当するものと判断する。 

(1) 故意又は重大な過失により生じさせた事案であると認められるもの。 

(2) 著しく県に損害を与えた事案であると認められるもの。 

(3) その他重大な事故など、社会的影響を及ぼした事案と認められるもの。 

 

５ 前項の判断に当たっては、必要に応じ、対象事務所管部局長と連携して調査を実施した上

で判断を行うこととする。 

 

（改善の指示） 

第５ 総務部長は、内部統制の重大な不備に該当するものと判断した場合、部局長又は広域振

興局長に対し改善の指示を行うものとする。 

 

２ 部局長又は広域振興局長は、前項の規定による改善指示を受けたときは、速やかに是正措

置を講じるとともに、対応状況を総務部長に報告しなければならない。 

 

（監査委員との意見交換） 

第６ 総務部長は、内部統制の評価に関し監査委員との意見交換を実施するものとする。 

 

（評価報告書の作成） 

第７ 総務部長は、前条の意見交換の結果を踏まえ、次の事項を記載した内部統制評価報告書

（以下「報告書」という。）を作成するものとする。 

(1) 内部統制の整備及び運用に関する事項 

(2) 評価対象期間及び評価基準日 

(3) 評価項目及び評価方法 

(4) 評価結果 

(5) 内部統制の重大な不備の是正に関する事項 

(6) その他必要と認める事項 

 

（監査委員の審査） 

第８ 総務部長は、前条の報告書について、監査委員の審査に付すものとする。 

 

（実施状況の公表） 

第９ 総務部長は、基本方針第３第２項の規定により、報告書の内容を公表するものとする。 

 

２ 前項の公表は、行政情報センター、行政情報サブセンターにおける閲覧及び県のホームペ

ージへの掲載により行うものとする。 

 

附 則（令和２年７月７日付け行経第 42号 行政経営推進課総括課長通知） 

この要綱は、令和２年７月７日から施行し、令和元年度の内部統制の取組の全庁的な評価の

実施に対して適用する。 



 

附 則（令和３年７月９日付け行経第 120号 行政経営推進課総括課長通知） 

この要綱は、令和３年７月９日から施行する。 

 

附 則（令和４年７月７日付け行経第 102号 行政経営推進課総括課長通知） 

この要綱は、令和４年７月７日から施行する。 

 



様式第１号 

 

組織的取組体制の確保の状況に関する報告書 

 

第  号  

年  月  日  

 

総 務 部 長  様 

 

総  務  部  長  

 

 

組織的取組体制の確保の状況について、下記のとおり取りまとめましたので、報告します。 

記 

１ 自己点検の取りまとめ結果 

区   分 
自己点検の対象期間 

４月１日から９月 30日まで 10月１日から３月 31日まで 

自己点検対象実施機関数    機関    機関 

自己点検実施機関数    機関    機関 

自己点検の実施

結果 

軽微    機関    機関 

不適切    機関    機関 

注 自己点検の実施状況等について、自己点検の項目ごとの取りまとめ結果を添付すること。 

 

２ 取りまとめ結果に関する所見 

 

 

  



様式第２号 

 

内部統制対象事務に関する報告書 

 

第  号  

年  月  日  

 

総 務 部 長  様 

 

（対象事務所管部局長）  

 

 

内部統制の対象事務について、下記のとおり取りまとめましたので、報告します。 

記 

１ 対象事務 

年度 事務 

 

２ 自己点検の取りまとめ結果 

区   分 
自己点検の対象期間 

４月１日から９月 30日まで 10月１日から３月 31日まで 

自己点検対象実施機関数    機関    機関 

自己点検実施機関数    機関    機関 

自己点検の実施

結果 

軽微    機関    機関 

不適切    機関    機関 

注１ 自己点検の実施状況等について、自己点検の項目ごとの取りまとめ結果を添付すること。 

２ 「不適切」については、所属名、点検結果及び再発防止策等を整理し、添付すること。 

 

３ 取りまとめ結果に関する所見 

 

注 所見には、取りまとめ結果を総括するとともに、内部統制評価実施要領第４第４項に掲げる内部統

制の重大な不備に合致すると考えられる不備がある場合、その内容等を記載すること。 

 



 

 

参考 全庁的な評価の項目 

全庁的評価項目 
評価項目に対する所属における 

具体的な評価内容 基本的要素 
評価の基本的な 

考え方 
評価項目 

統制環境 １ 知事は、誠実

性と倫理観に

対する姿勢を

表明している

か。 

１－１ 知事は、地方公共団体が事務

を適正に管理及び執行する上で、誠

実性と倫理観が重要であることを、

自らの指示、行動及び態度で示して

いるか。 

自らが「岩手県職員憲章」に基づ

いて行動しているか。 

１－２ 知事は、自らが組織に求める

誠実性と倫理観を職員の行動及び意

思決定の指針となる具体的な行動基

準等として定め、職員及び外部委託

先、並びに、住民等の理解を促進して

いるか。 

「岩手県職員憲章」に基づいた行

動について、職員に徹底している

か。 

１－３ 知事は、行動基準等に関し、職

員等が逸脱した場合には、適時にそ

れを把握し、適切に是正措置を講じ

ているか。 

業務上のインシデントやアクシ

デントについて、再発防止のための

具体的な対応を行っているか。 

２ 知事は、内部

統制の目的を

達成するに当

たり、組織、報

告経路および

適切な権限と

責任を確立し

ているか。 

２－１ 知事は、内部統制の目的を達

成するために適切な組織構造につい

て検討を行っているか。 

事務分担において、総括主任主査

（又は相当職）以上の職員を内部統

制実施担当者として選任している

か。 

２－２ 知事は、内部統制の目的を達

成するため、職員、所属及び各種の会

議体等について、それぞれの役割、責

任及び権限を明確に設定し、適時に

見直しを図っているか。 

所属の業務について、各職員に適

切な事務分担を行うとともに、自律

的なチェック機能が確保できる体

制となっているか。 

３ 知事は、内部

統制の目的を

達成するにあ

たり、適切な指

導及び教育研

修を行ってい

るか。 

３－１ 知事は、内部統制の目的を達成

するために、必要な能力を有する人

材を確保及び配置し、適切な指導や

研修等により能力を引き出すことを

支援しているか。 

内部統制の目的を達成するため、

関連する研修への職員の参加促進

や日常的な意識付けを行っている

か。 

３－２ 知事は、職員等の内部統制に

対する責任の履行について、庁議等

で部局長等に対して動機付けを図る

とともに、逸脱行為に対する適時か

つ適切な対応を行っているか。 

 

 

 

「岩手県内部統制基本方針」に掲

げる目的と取組方向について、職員

への意識付けを行っているか。 



 

 

全庁的評価項目 
評価項目に対する所属における 

具体的な評価内容 基本的要素 
評価の基本的な 

考え方 
評価項目 

リスクの評

価と対応 

４ 各所属は、内

部統制の目的

に係るリスク

の評価と対応

ができるよう

に、目標を明示

し、リスク評価

と対応策の検

討の過程を明

確にしている

か。 

４－１ 各所属は、個々の業務に係る

リスクを識別し、その影響度等の評

価と対応策の検討を行うため、業務

の目的及び業務に配分することので

きる人員等の資源について検討を行

い、整理しているか。 

所属の業務に関する重要なリス

クを識別したうえで、内部統制の年

間取組目標を設定し、業務方針に記

載しているか。 

４－２ 各所属は、リスクの影響度等

の評価と対応策の検討の過程が明ら

かされているとともに、それに従っ

てリスクの影響度等の評価と対応策

の検討が行われるように留意してい

るか。 

所属の業務に関する重要なリス

クへの対応策を検討し、対象事務に

関する自己点検表に「任意設定項

目」を設定しているか。 

５ 各所属は、内

部統制の目的

に係るリスク

について、それ

らを識別し、分

類し、分析し、

評価するとと

もに、評価結果

に基づいて、必

要に応じた対

応をとってい

るか。 

５－１ 各所属は、当該所属における

内部統制に係るリスクの識別を網羅

的に行っているか。 

所属の業務に関する重要なリス

クへの対応策を検討し、対象事務に

関する自己点検表に「任意設定項

目」を設定しているか。【再掲】 

５－２ 各所属は、識別されたリスク

について、以下の手順により対応し

ているか。 

(1) リスクの分類（過去に経験した

ものであるか否か、全庁的なもの

であるか否かの分類） 

(2) リスクの分析（質的及び量的（発

生可能性と影響度）な重要性の分

析） 

(3)リスクの評価（リスクに対してい

かなる対応策をとるかの評価） 

(4) 内部統制の整備（リスクの対応

策を具体的に特定し、実施） 

所属の業務に関する重要なリス

クへの対応策を検討し、対象事務に

関する自己点検表に「任意設定項

目」を設定しているか。【再掲】 

５－３ 各所属は、リスク対応策の特

定に当たって、費用対効果を勘案し、

過剰な対応策をとっていないか検討

するとともに、事後的に、その対応策

の適切性を検討しているか。 

 

 

 

 

自己点検表の「任意設定項目」に

ついて、業務遂行の中でインシデン

トやアクシデントを把握し、適宜見

直しを行っているか。 



 

 

全庁的評価項目 
評価項目に対する所属における 

具体的な評価内容 基本的要素 
評価の基本的な 

考え方 
評価項目 

６ 各所属は、内

部統制の目的

に係るリスク

の影響度等の

評価と対応策

の検討過程に

おいて、自身の

所属に生じう

る不正の可能

性について検

討しているか。 

６－１ 各所属において、自らの所属

や他の所属において過去に生じた不

正及び他の団体等において問題とな

った不正等が生じる可能性について

検討し、不正に対する適切な防止策

を策定するとともに、不正を適時に

発見し、適切な事後対応策をとるた

めの体制の整備を図っているか。 

過去の監査委員監査における指

摘事項、会計事務自己点検における

不適切事項や他の自治体における

類似事例等を把握し、自己点検表の

「任意設定項目」に記載するなど防

止策を講じているか。 

統制活動 ７ 各所属は、リ

スクの評価及

び対応におい

て決定された

対応策につい

て、各所属にお

ける状況に応

じた具体的な

内部統制の実

施とその結果

の把握を行っ

ているか。 

７－１ リスクの影響度等の評価と対

応の検討において決定された対応策

について、各所属において、実際に指

示通りに実施しているか。 

自己点検表に記載しているリス

ク対応策を確実に実施しているか。 

７－２ 各所属は、各職員の業務遂行

能力及び各所属の資源等を踏まえ、

統制活動の水準を含め適切に管理し

ているか。 

自己点検表の「任意設定項目」に

ついて、業務遂行の中で適切に見直

しを行っているか。【再掲】 

８ 各所属は、権

限と責任の明

確化、職務の分

離、適時かつ適

切な承認、業務

の結果の検討

等についての

方針及び手続

を明示してい

るか。 

８－１ 各所属は、内部統制の目的に

応じて、以下の事項を適切に行って

いるか。 

(1) 権限と責任の明確化 

(2) 職務の分離 

(3) 適時かつ適切な承認 

(4) 業務の結果の検討 

業務遂行において、担当職員のみ

ではなく、決裁過程等において、副

担当者や上司など複数職員が自己

点検表の項目を参考にして確認を

行っているか。 

８－２ 各所属は、内部統制に係るリ

スク対応策の実施結果について、担

当者による報告を求め、事後的な評

価及び必要に応じた是正措置を行っ

ているか。 

 

 

 

定められた時期に、自己点検表に

よる自己点検を実施し、改善が必要

な事項は対応を行っているか。 



 

 

全庁的評価項目 
評価項目に対する所属における 

具体的な評価内容 基本的要素 
評価の基本的な 

考え方 
評価項目 

情報と伝達 ９ 各所属は、内

部統制の目的

に係る信頼性

のある十分な

情報を作成し

ているか。 

９－１ 各所属は、必要な情報につい

て、信頼ある情報が作成される体制

を構築しているか。 

 

 

 

所属業務に関する文書や数値等

の作成において、正確な情報の収

集、確認、加工を行っているか。（根

拠が不明確な情報や誤った情報を

発信していませんか。） 

９－２ 各所属は、必要な情報につい

て、費用対効果を踏まえつつ、外部か

らの情報を活用することを図ってい

るか。 

所属業務に関して信頼できる相

手方からの情報収集に努めている

か。（ｉＪＡＭＰの活用、国・他地方

公共団体・関係団体からの情報収集

等） 

９－３ 各所属は、住民の情報を含む、

個人情報等について、適切に管理を

行っているか。 

各所属において、個人情報等の適

切な管理を行っているか。 

10 各所属は、組

織内外の情報

について、その

入手、必要とす

る所属への伝

達及び適切な

管理の方針と

手続を定めて

実施している

か。 

10－１ 各所属は、作成された情報及

び外部から入手した情報が、それら

を必要とする所属及び職員に適時か

つ適切に伝達されるような体制を構

築しているか。 

業務情報について、所属内会議等

において、職員間での情報共有が図

られているか。 

10－２ 各所属は、組織内における情

報提供及び組織外からの情報提供に

対して、かかる情報が適時かつ適切

に利用される体制を構築するととも

に、当該情報提供をしたことを理由

として不利な取扱いを受けないこと

を確保するための体制を構築してい

るか。 

県政提言等による外部からの意

見・提言について、適時かつ適切に

職員間で情報共有し業務に反映さ

せているか。 

モニタリン

グ 

11 各所属は、内

部統制の基本

的要素が存在

し、機能してい

ることを確か

めるために、日

常的モニタリ

ングおよび独

立的評価を行

っているか。 

11－１ 各所属は、内部統制の整備及

び運用に関して、組織の状況に応じ

たバランスの考慮の下で、日常的モ

ニタリングを実施するとともに、そ

れに基づく内部統制の是正及び改善

等を実施しているか。 

① 自己点検表の項目について、決

裁過程等において複数の職員に

よるチェック（日常的モニタリン

グ）を実施しているか。 

② 不備な事項があった場合には、

自己点検表の「任意設定項目」の

追加修正など改善策を講じてい

るか。 

 

 

 



 

 

全庁的評価項目 
評価項目に対する所属における 

具体的な評価内容 基本的要素 
評価の基本的な 

考え方 
評価項目 

11－２ モニタリング又は監査委員等

の指摘により発見された内部統制の

不備について、適時に是正及び改善

の責任を負う職員へ伝達され、その

対応状況が把握され、モニタリング

担当課又は監査委員等に結果が報告

されているか。 

① 内部監査や監査委員からの不

備について指摘等があった場合、

自己点検表の「任意設定項目」の

追加修正など改善策を講じてい

るか。 

② 不備があった場合、その内容と

改善策について報告を行ってい

るか。 

ＩＣＴへの

対応 

12 各所属は、内

部統制の目的

に係るＩＣＴ

環境への対応

を検討すると

ともに、ＩＣＴ

を利用してい

る場合には、Ｉ

ＣＴの利用の

適切性を検討

するとともに、

ＩＣＴの統制

を行っている

か。 

12－１ 各所属は、組織を取り巻く ICT

環境に関して、いかなる対応を図る

かについての方針及び手続を定めて

いるか。 

情報セキュリティポリシーにつ

いて職員への徹底に努めているか。 

12－２ 内部統制の目的のために、当

該所属における必要かつ十分な ICT

の程度を検討した上で、適切な利用

を図っているか。 

業務の適正性の確保や効率化の

ため、ＩＣＴの利活用や導入・運用

の検討を行っているか。 

12－３ 各所属は、ＩＣＴの全般統制

として、システムの保守及び運用の

管理、システムへのアクセス管理並

びにシステムに関する外部業者との

契約管理を行っているか。 

（個別業務システムの導入所属の

み） 

アクセス権限の適切な管理、シス

テムの運用や保守点検に関する委

託業者との適正な契約を行ってい

るか。 

12－４ 各所属は、ＩＣＴの業務処理

統制として、入力される情報の網羅

性や正確性を確保する統制、エラー

が生じた場合の修正等の統制、マス

ター・データの保持管理等に関する

体制を構築しているか。 

（個別業務システムの導入所属の

み） 

システムの利活用に当たって、委

託業者等の外部も含めて、情報の適

切な管理を行っているか。 

 


